
(第３版)

　

尾鷲市人事行政の運営等の状況の公表について

尾鷲市における職員の任用や給与、勤務条件等の状況を広く市民の
皆さんにお知らせすることにより、本市人事行政の透明性を高め、そ
の公平性の一層の確保を図るため、尾鷲市人事行政の運営等の状況の
公表に関する条例に基づき公表するものです。

【公表内容】
(１) 職員の任免及び職員数に関する状況
(２) 職員の給与の状況
(３) 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
(４) 職員の分限及び懲戒処分の状況
(５) 職員の服務の状況
(６) 職員の研修及び勤務成績の評定の状況
(７) 職員の福祉及び利益の保護の状況
(８) 公平委員会の業務の状況

今後とも、積極的に情報公開や情報提供を行い、市民の皆さまの
理解と信頼が得られる市政運営を進めてまいります。

平成２8年 3月31日
尾 鷲 市
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Ⅰ．任免及び職員数に関する状況

１　職員の任免の状況

(1) 職員採用の状況
(平成27年4月1日現在)

(2) 再任用採用の状況

(3) 職員の退職状況

(平成26年度中)

２　職員数の状況
(1) 部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

事務の効率化による減

業務増

欠員不補充

＜参考＞

事務の効率化

＜参考＞

その他

＜参考＞

(注)1　職員数は一般職に属する職員数である。

　　2　[     ]内は、条例定数の合計である。
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(2) 年齢別職員構成の状況(平成27年4月1日現在)

　

(3) 職員数の推移
（単位：人・％）

(注)1　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
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Ⅱ．職員の給与の状況

１　総括
(1) 人件費の状況(普通会計決算)

(2) 職員給与費の状況(普通会計決算)

(注)1　職員手当には退職手当を含まない。

    2　職員数は、平成27年4月1日現在の人数である。

    3　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

(3) ラスパイレス指数の状況(各年4月1日現在)

（注） 1　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、
　学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。
2　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

3 平成24年及び平成25年は、国家公務員の時限的な(2年間)給与改定・臨時特例法による給与減額措置がないとした場合の値である。

※　27年4月1日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ1ポイント以上上昇している場合、②３年連続で上昇している場合、③100を超えて

について、その理由及び改善の見込み③100を超えている場合について、その理由及び改善の見込み
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成27年4月1日現在)

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

②技能労務職

歳 人 円 円 円
歳 人 円 円 円 歳 円
歳 人 円 円 円 歳 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円 円

円 円

円 円

※　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成　～　年の3ヶ年平均）

※　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。
※　年収ベースの「公務員(Ｃ)」及び「民間(Ｄ)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に
　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

③教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

(注)1　「平均給料月額」とは、平成27年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。

    2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手当の

　 　　額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものである。　
　 　　　また、「平均給与月額（国比較ベース）」は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）

       で算出している。

(2) 職員の初任給の状況(平成27年4月1日現在)
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(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成27年4月1日現在)

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

円 円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
(1) 一般行政職の級別職員数及び給料表の状況(平成27年4月1日現在)

(注)1　尾鷲市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。
    2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

　 　平成17年度より「目標管理による人事考課制度」を導入したが、現在は制度の見直し等も含めて試行段階であり、

昇給への勤務成績の反映は行っていない。今後は、平成19年度より実施している勤務態度評定と併せて制度を成熟

させ、昇給への反映を行っていきたい。
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４　職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額(26年度) 1人当たり平均支給額(26年度)
千円 千円

(26年度支給割合) (26年度支給割合) (26年度支給割合)

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況) (加算措置の状況)

(注)　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況(一般行政職)

　勤勉手当についても昇給の取扱いと同様に、「目標管理による人事考課制度」の見直し等を行っている段階であり、
勤務実績の反映は行っていない。今後は、平成19年度より実施している勤務態度評定と併せて制度を成熟させ、勤勉
手当への反映を行っていきたい。

(2) 退職手当（平成27年4月1日現在）

(支給率)　　　　　自己都合 勧奨・定年 (支給率)　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分
勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

(定年前早期退職特例措置　2%～20%加算) (定年前早期退職特例措置　2%～45%加算)

千円

(注)　退職手当の1人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額である。

(3) 地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

円

％ 人 ％

(4) 特殊勤務手当

　 日　　　額    500 円

千円

国

―

37

5,214

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～20%、管理職加算10～25%

1.50

左記職員に対する支給単価

2

6

支給実績(26年度決算)

                     97.2

支給対象職員数

3.9

（97.2）

1

21.62

22,417

2.60

尾　　　　　鷲　　　　　市

支給率

52.44

28.98

(定年退職)

0.70

千円

30.82

尾　　　　　　　　　鷲　　　　　　　　　市

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味いた地域における国家公務員と地方公務員の給与水準を比較するため、

52.44

1.45

(自己都合)

52.44

　　 （補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）／（１＋国の指定基準に基づく地域手当支給率）により算出。）

支給実績(26年度決算)

地域手当補正後ラスパイレス指数

国の制度(支給率)

 　１件当たり  1,000 円

千円36

行路病人、死亡人処
理
手当

手当の名称

手当額

社会福祉事務所等 1

（ラスパイレス指数）

支給対象地域

6

49.590

135,252

6級地

1.50

1,410

1.45

36.57

1,570

0.70

1.50

三　　　　　重　　　　　県

2.60

手当の種類(手当数)

行路病人、死亡人の処理
に従事

職員全体に占める手当支給職員の割合(26年度)

市税等事務手当 税務課等
市税等滞納による強制執
行に従事

支給実績
（平成26年度決算）

主な支給対象業務

20.445

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～15%

1人当たり平
均支給額

主な支給対象職員

43.70

支給職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

　　　地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

1.45

41.325

支給職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

2.60

25.55625

千円

 　１件当たり    500 円

％　

49.590

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役務加算5～20%、管理職加算15～25%

円　

手当額等

国

136

34.5825

49.590

0.70

29.145
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(5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注)職員一人あたりの平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（〇年度）」と同じ年度の4月1日現在の総職員数（管理職員、教育職員等

　　制度上時間外勤務手当の支給対象とはならない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

(6) その他の手当

５　特別職の報酬等の状況(平成27年4月1日現在)

円 円 ／ 円

( 円 )

円 円 ／ 円

( 円 )

円 円 ／ 円

( 円 )

円 円 ／ 円

( 円 )

(26年度支給割合)

月分

(26年度支給割合)

月分

　(算定方式)

 給料月額×在職年数×450/100

 給料月額×在職年数×280/100

(注)1　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         

    2　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年＝48月)     

       勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

3.95

272,197千円

504,333

副 市 長

議 長

278

管理職手当

同

手 当 名
国の制度
との異同

通勤手当

住居手当

720,000

議 員 321,000

議 員

市 区 町村
長

副 市 長

退
職
手
当

備　　　　考

261

期
末
手
当

副 市 長

給

料 712,000

副 議 長

市 区 町村
長

市 区 町村
長

交通機関利用者
最高支給限度額　55,000円
交通用具使用者
最高支給限度額　31,600円

職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族2人まで
6,500円
(配偶者のない場合その内1人)
11,000円
扶養親族でない配偶者を有する場
合の1人目の子など　6,500円
その他の扶養親族1人につき
6,500円
扶養親族で満16歳から22歳の子
5,000円加算

支給実績(25年度決算)

職員1人当たり平均支給年額(25年度決算)

議 長

区　　　分

報

酬

国の制度
 と異なる
内容

支給職員1人当たり

事務長
55,000円
課（室）長、調整監及び局長
44,500円
参事　35,000円

千円

支給実績
(26年度決算)

同

(26年度決算)
内容及び支給単価

借家、借間居住者
支給対象額　12,000円を超える額
最高支給額　27,000円

扶養手当 204,117

545,000

同

給料月額等

同

900,000

（参考）類似団体における最高／最低額

9,078 千円

同

425,000

円

同 8,983

3,894 円

円

816,000

円23,270

3.15

(1期の手当額) (支給時期)

99,838

230,000

259,000

474,000

989,000

325,000

200,000

支給実績(26年度決算) 49,527

手当額

千円

47,779

16,200,000円

任期毎7,974,400円

任期毎
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Ⅲ．公営企業職員の状況

１ 水道事業
(1) 職員給与費の状況
ア　決算

(注)1　職員手当には退職給与金を含まない。

    2　職員数は、平成27年3月31日現在の人数である。

　　3　資本勘定支弁職員に係る職員給与費　　　　円を含まない。

イ　 特記事項

(2) 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況(平成27年4月1日現在)

歳 円 円

歳 円 円
歳 円

(注)　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

(3) 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

1人当たり平均支給額(26年度) 1人当たり平均支給額(26年度) 1人当たり平均支給額(26年度)

千円 千円 千円

(26年度支給割合) (26年度支給割合)

期末手当　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

( )月分 ( )月分 ( )月分 ( )月分

(加算措置の状況) (加算措置の状況)

(注)　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当

(支給率)　　　　　自己都合 勧奨・定年 (支給率)　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続20年 月分 月分 勤続20年 月分 月分

勤続25年 月分 月分 勤続25年 月分 月分

勤続35年 月分 月分 勤続35年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
その他の加算措置 その他の加算措置
(定年前早期退職特例措置　2％～20％加算 ) (定年前早期退職特例措置　2％～20％加算 )

(定年退職)
千円 千円

(注)　退職手当の1人当たり平均支給額は、26年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

千円

円

％ 人 ％

28.98

36.57

52.44

52.44

52.44

52.44

21.62

30.82

43.70

52.44

尾鷲市　(一般行政職)

1人当たり給与費

15,286
1人当たり平
均

1.50

尾鷲市　（一般行政職）

千円

千円
　　計　Ｂ

千円

％

89,514

千円 千円
職員手当

職員数

16.8262,420

2.60

平均月収額

団体平均等

307,410

348,021

1.50

1,410

―

支給対象職員数

―
517,229

総費用

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費
区　分

職員給与費
(参考)

千円 ％

22,773

一般行政職の制度(支給率)

支給実績(26年度決算)

支給職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

1人当たり平
均

(自己都合) 1人当たり平
均

(定年退職) (自己都合)

支給対象地域

手当額

千円

支給率

千円

15,021

2.60

52.44

43.70

30.82

尾 鷲 市 38.8

21.62 28.98

36.57

Ａ

純損益又は
実質収支

Ｂ

区　分

団体平均 44.9

区　　分

532,289

千円 千円

Ａ

26年度

事 業 者

基本給

期末・勤勉手当

38,379 19,963

尾　　　　　鷲　　　　　市

10

平　均　年　齢

26年度
人

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～15%

職制上の段階、職務の級等による加算措置
役職加算5～15%

1.45

尾　　　　　　　　　鷲　　　　　　　　　市

0.70 1.45 0.70

67,9809,638

22,476

1,484

6,218

団体平均等

6,798

485,192

給　 料

Ｂ／Ａ

職員給与費比率

総費用に占める

(参考)類似団体平均1人当たり
給与費Ｂ/Ａ

14.37

める職員給与費比率

25年度の総費用に占

千円千円
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エ　特殊勤務手当

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

(注)　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当

364

手当額等

千円

％　

39,480

支給実績(26年度決算)

配偶者　13,000円
配偶者以外の扶養親族2人まで
6,500円
(配偶者のない場合その内1人)
11,000円
扶養親族でない配偶者を有する場
合の1人目の子など　6,500円
その他の扶養親族1人につき
6,500円
扶養親族で満16歳から22歳の子
5,000円加算

年末年始業務特別手当

円

453

千円

職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

円

円

千円

2,675

手当の種類(手当数)

支給実績
（平成26年度決算）

4,080

職員全体に占める手当支給職員の割合(26年度)

1

手当額

管理職手当

事務長
55,000円
課（室）長、調整監及び局長
44,500円
参事　35,000円

住居手当

扶養手当

通勤手当

297

同

同

交通機関利用者
最高支給限度額　55,000円
交通用具使用者
最高支給限度額　31,600円

職員1人当たり平均支給年額(25年度決算)

借家、借間居住者
支給対象額　12,000円を超える額
最高支給額　27,000円

同 同

同

手 当 名

支給職員1人当たり平均支給年額(26年度決算)

支給実績(25年度決算)

内容及び支給単価

主な支給対象業務手当の名称

20,000

60.0

千円

支給実績(26年度決算)

　 日　　　額 10,000 円水道部職員

主な支給対象職員

円　

120 千円

同 504

左記職員に対する支給単価

年末年始に業務を命じら
れ従事

支給職員1人当たり

平均支給年額

(26年度決算)

236,100

千円

一般行政
職の制度
と異なる
内容

支給実績
(26年度決算)

一般行政
職の制度
との異同

490

2,361

50,400

534,000

円
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Ⅳ．勤務時間その他の勤務条件の状況

１　一般職員の勤務時間の状況

２　休暇制度の概要

選挙権その他公民としての権利行使

証人等としての裁判所等への出頭

骨髄バンクへの登録、骨髄液の提供

ボランティア休暇(災害・福祉等) 1暦年で5日の範囲内の期間

結婚休暇 連続5日の範囲内の期間

産前産後休暇

育児時間休暇

妻の出産に伴う休暇

子の養育のための休暇

子の看護のための休暇

短期介護休暇 要介護者の介護・世話を行う場合、1暦年で5日の範囲内の期間

忌引

父母の祭日(15年以内の法要等)

夏季休暇(盆等の諸行事や健康増進)

災害による住居の滅失及び損壊

災害等による出勤が困難な場合

災害時の出退勤途上の危険回避

配偶者、父母等の介護

３　年次有給休暇の取得状況

　　平成26年中の一般職員の1人あたりの平均取得日数は次のとおりです。

(平成26年1月1日～平成26年12月31日)

４　育児休業の取得状況
(平成26年度実績)

５　介護休暇の取得状況
(平成26年度実績)

盆等の諸行事や健康増進等の行事を行う場合、原則として連続する3日の範囲内の期間

休憩時間

内　　　　容

総合病院

00

40

合　計

男性 男性女性

7日の範囲内の期間

合　計

女性

介護休暇(無給)

38時間45分

種　　　類

8:30

男性

区　　分

12：00～13：00

1週間の勤務時間

17:15

開始時刻

特別休暇

病気休暇

一般職員区　　分

終了時刻

　　市民サービスの向上、業務の効率化、人件費削減等の目的で、「勤務時間の弾力化制度」などを導入し、勤務時間をずらしたり、

　　交代制勤務としたりして、業務内容によって異なる勤務形態を取る部署もあります。

※　勤務時間の弾力化制度＝あらかじめ定めたパターンの勤務時間を組み合わせ、週38時間45分勤務を4週間単位で割り振った制度

年次有給休暇

男性 女性

1年間の平均取得日数

男性 女性

部分休業の取得人数

教育委員会

女性男性

市長事務部局等

教育委員会

育児休業の取得人数

市長事務部局等
市長事務部局等

男性 女性 男性

総合病院

0

　　(環境課クリンクルセンターにて実施)

介護休暇の取得人数

6.3 日

生後1年未満の子への授乳等を行う場合、1日2回それぞれ30分以内

妻の出産の入院付添い等の場合、2日の範囲内の期間
妻の産前産後中に小学校就学前の子を養育する場合、５日の範囲内の期
間
小学校就学前の子の看護をする場合、1暦年で5日の範囲内の期間

0

配偶者10日、父母7日、子5日、兄弟姉妹3日など

女性

1暦年20日(残日数がある場合は、20日を限度に翌年に繰り越すことがで
きる)

任命権者が療養が必要と認めたときは、必要な期間(90日以内)について
有給

※　1日の勤務時間は、午前8時30分から午後5時15分までの1日7時間45分、週38時間45分勤務で原則週休2日制となっています。

産前6週間(多胎妊娠の場合は14週間)、産後8週間

その都度必要な期間

その都度必要な期間

4

1日の範囲内の期間

女性

介護を必要とする一の継続する状態ことに、連続する6ヶ月の範囲内の必要な期間(無給)
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Ⅴ．分限及び懲戒処分の状況

１　分限処分者数

　　分限処分は、公務能率を維持することを目的として、心身の故障や職に必要な適格性を欠くなど一定の事由がある場合に、職員

　　平成26年度の分限処分の状況は次のとおりです。

　　　 (平成26年度実績)

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

勤務実績が良くない場合

心身の故障の場合

職に必要な適格性を欠く場合

２　懲戒処分者数

(平成26年度実績)

Ⅵ．服務の状況

１　職務専念義務免除の概要

　　　職務専念義務の免除は、服務上、公務優先の基本原則に照らし合わせて、合理的な理由があると認められた場合のみ、限定的、

　　例外的特例として認められます。

（例）

・妊産婦の健康診査　　・国民体育大会への参加

・人間ドック受診　　　・行政措置要求事案の審査への出頭　等

0

7

0

2

0

2

0

0

0

5

5

合計

0

5

0

0

0 0

0

降任免職

0

休職

　の意に反し身分上の不利益な処分を行うものです。その種類として、「免職」、「降任」及び「休職」があります。

免職

0

0

法令に違反した場合

0

職務上の義務に違反し、又は職
務
を怠った場合

0
合計

市長事務部局等

総　合　計

　ことを目的とする処分です。その種類として、「免職」、「停職」、「減給」、「戒告」があります。

0

0

0

教 育 委 員 会

0

小　　計
法令に違反した場合

00

0

市長事務部局等

　　平成26年度の懲戒処分の状況は次のとおりです。

7

0

全体の奉仕者たるにふさわしく
な
い非行のあった場合

職務上の義務に違反し、又は職
務
を怠った場合

全体の奉仕者たるにふさわしく
な
い非行のあった場合

職務上の義務に違反し、又は職
務
を怠った場合

法令に違反した場合
0小　　計

全体の奉仕者たるにふさわしく
な
い非行のあった場合

法令に違反した場合 0

停職

00

0

0

0

0

0

総 合 病 院

00

0 0

0
0

職務上の義務に違反し、又は職
務

0

00

0

00

教 育 委 員 会

0

総 合 病 院

小　　　計 0

7

小　　　計

小　　　計

0

　　懲戒処分は、職員が法令や職務上の義務等に違反した場合に道義的責任を問うことにより、公務における規律と秩序を維持する

小　　計

合計

0

0

0

0

7

減給

5

0

戒告

0

0

小　　計

2

2

全体の奉仕者たるにふさわしく
な
い非行のあった場合

　　体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ職務の遂行にあたっては全力をあげてこれに専念しなければなりません。

0

合計
0

0

　　　職員は、法律や条令に特別の定めがある場合以外は、勤務時間及び職務上の注意力の全てをその職務遂行のために用い、市民全

処分の種類

処分事由

処分の種類

処分事由
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２　営利企業等への従事の状況

(平成26年度実績)

Ⅶ．研修及び勤務成績の評定の状況

１　研修の状況

(平成26年度実績)

1

2

16

11

11

7

2

3

2

2

44

3

5

38

72

32

1

1

59

159

59

5

18

12

1

3

２　勤務評定の実施状況等

　配置転換等の人事管理に活用するため、年1回の勤務評定を実施しています。良好な成績で勤務したときには、昇給させることが

　できます。

　　また、尾鷲市では、平成17年度から上記の勤務評定に加え、目標管理による人事考課制度を導入しています。将来的には、その

　結果を勤務評定に取り入れていきます。

(平成26年度実績)

合　　計(のべ参加者数) 569

自治会館組合 プレゼンテーションスキルの習得 2月

時代に即応した研修
メンタルヘルスの基礎知識・予防につい
て

11,1月

安全運転講習及び実習 9,10月

情報活用

基礎研修 情報処理研修 自治会館組合 パソコン等の実務処理能力の習得 7,8,9月

基礎研修
プレゼンテーションスキ
ル研修

メンタルヘルス研修 外部講師

10月

安全衛生管理 交通安全研修 自治会館組合 安全運転講習及び実習 9,10月

政策形成能力

意志決定能力

安全衛生管理
中日本高速道路交通安全
セミナー研修

外部講師 高速道路における交通安全講習

その職務について監
督する地位にある者

自治会館組合

不当要求行為への対処方法の習得

法務知識・技術の習得

コミュニケーション能力の習得

自治会館組合

安全衛生管理 安全運転研修 外部講師

用地交渉における基礎について学ぶ

給与実務における基礎を学ぶ

自治会館組合

5月自治会館組合

観光資源の創出について

法律および周辺法令等の法的知識の習得

自治会館組合

自治体の基本的な業務を遂行するために
必要な知識を学ぶ

外部講師

自治会館組合 公営企業会計を学ぶ

5月

6月自治会館組合

固定資産税における家屋の評価や課税の
基礎について学ぶ

4号給昇給

1月

時代に即応した研修

5月

時代に即応した研修 リーダー研修

商工会議所

7.9月民法等の法的知識の習得

7月

4,6,
9,11月

課題解決、政策形成について

基礎研修

職員

自治会館組合

管理職研修 1月外部講師 人事考課制度について

時代に即応した研修
ﾏﾈｰｼﾞｬｰの役割と責任、相手の成長を促し主体
的にさせるｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ

マネージャー研修 自治会館組合

現に受けている号給を受けるに至ったときから、
12か月を下らない期間を良好な成績で勤務したとき

AEDの使用方法等、救命方法を学ぶ

キャリアメイキング・キャリアデザイン

市町村民税における個人税を中心に税務
に対しての基礎を学ぶ

消防職員

ワンステップ研修

　なる事業又は事務にも従事することはできません。

4月

8月

7月

6月

10月

10月

11月

10月

講ずる措置

普通救命講習

フォトロゲイニングJAPAN
研修

評定の時期等

10月

3月

スリーステップ研修

自治会館組合

外部講師

個人情報取扱事務整備について

2月

コミュニケーション研修

マイナンバー制度導入準
備における全体研修

外部講師

時代に即応した研修

時代に即応した研修

税務実務研修②

時代に即応した研修 法務トレンド研修

基礎研修

服務規程及び人材育成
基本方針での位置づけ

時代に即応した研修

自治会館組合

尾鷲市の行政機構等について

理　　由

職員基礎研修

従事許可内容

講師

公営企業会計研修

許可した職員数

　　職員は、任命権者の許可を得なければ、営利企業等の役員等を兼ねることや、自ら営利企業を営むこと、その他報酬を得ていか

実施時期

時代に即応した研修

研修名

給与実務研修

基礎研修

用地取得実務研修

基礎研修 ビジネスマナー研修

税務実務研修①

基礎研修

不当要求対策研修

外部講師

スリーステップ研修

時代に即応した研修

基礎研修

基礎研修

研　修　概　要参加者数

　　市では、職員が職務遂行過程で発揮した能力、資質、業績、態度等を適切に把握し、職員の能力育成に役立てるとともに、昇任、

勤務成績証明者

接遇マナー

時代に即応した研修

安全衛生管理

ツーステップ研修

時代に即応した研修

時代に即応した研修

自治会館組合
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Ⅷ．福祉及び利益の保護の状況

１　健康管理事業について

(平成26年度実績)

２　職員互助会について

(平成26年度実績)

３　その他の福利厚生事業について

(平成26年度実績)

Ⅸ．公平委員会の業務の状況

１　公平委員会の概要

　　公平委員会は、地方自治法の規定に基づき設置される地方公共団体の執行機関で、公平、公正な行政を確保するために必要なも

　のとして、地方公務員法の定めるところにより、職員の勤務条件に関する措置の要求及び職員に対する不利益処分を審査するなど

　必要な措置を講ずるために設置されるものです。

　　主な事務は次のとおりです。
　 (1)　職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する設置の要求を審査・判定し、必要な措置を執ること。
　 (2)　職員に対する不利益な処分についての不服申立てに対する裁決、又は決定をすること。

　 (3)　職員の苦情を処理すること。

２　公平委員会の業務の状況

　　平成26年度については、公平委員会へ不服申立等の要求はありませんでした。

(平成26年度実績)

苦情の処理に関すること

業　務　の　種　別

勤務条件に関する措置の要求

不利益処分に関する不服申立

処理(要求)件数

公務災害

合　　計 1

1
11 0

1

0

6

市長事務部局等

助成対象事業

通勤災害

0
147

656　千円

　　公務において、職員が傷病を受けたり、死亡したりした場合には、地方公務員災害補償法に基づき、地方公務員災害補償基金(三

　　地方公務員法第42条の規定に基づく職員の保健、元気回復、その他厚生に関する事業等を実施するために、条例に基づき尾鷲市

35歳以上の職員のうち希望者

　重県支部)から一定の補償がなされます。平成26年度の該当件数については、次のとおりです。

区　　　分

5
40歳以上の職員のうち希望者

認定件数 教育委員会 尾鷲総合病院

定期健康診断

新規採用職員健康診断

助成金の決定額

平成26年度採用職員の採用時健康診断

全職員を対象に毎年1回実施する140

福利厚生事業

事業の内容

体育活動事業及び文化活動事業への助成

人間ドック1泊2日コース
人間ドック1日コース

脳ドック

　職員互助会が設置されています。主な事業として、貸付事業、体育文化クラブ事業、人間ドック助成事業などがあります。

市長事務部局等
及び

教育委員会

受診者数

5

内　　　　　　容

　　労働安全衛生法及び安全衛生管理規程に基づき、職場における職員の安全と健康を確保するため、健康診断を実施しています。

希望者30
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